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Ⅰ 計画策定の趣旨と基本的視点 

 

 

１．計画策定の趣旨 
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⌂ ─ ₉╩ ⇔≡™ↄ⁹ 

 

 

２．計画策定における基本的視点 

 

─ ⌐ √∫≡⁸ ─ ⌐╟╡ ╩ ╘√ з ⁹ 

 

ᵑ ⌐⅔↑╢ ∆═⅝ ╩ ─₈№╢═⅝ ₉≤⇔≡ ╘√⁹ 
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ᵔ№╢═⅝ ─ ⌐ ↑⁸ √⌂ ╩ ╕ⅎ⁸ ⌐⅔↑╢ ╩ ╘√⁹ 
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図Ⅰ－１ 計画策定における基本的視点 

 

①第五次総合計画における目指すべき方向性（あるべき姿） 

 

仕事づくり：産業イノベーションの創出 

企業の投資促進 

¶ ▬ⱡⱬכ◦ꜛfi◄◖◦☻♥ⱶ─  

¶ ─ ─ ≤ ─  

¶ ⌂ ≤ ↄ ─  

¶ ╛ ─ ⌐ ∆╢▬ⱷכ☺╛ ⁸↕

╠⌐│ ⅛╠─ ─  

¶ √⌂ ─ ≤ ⅜ ↕╣╢  

 

活力づくり：学術研究機能の発揮による都市活力の創出 

都市成長基盤の強化・充実 

¶ ⅜ ⌂ ≤ ╩ ≢⅝╢

─  

¶ ≤⇔≡─ ─ ≤⌂╢ √⌂ⱦ☺Ⱡ☻⅜

↕╣╢ ─  

 

②本市に対する立地企業等による評価や問題点 

■産業基盤・機能の潜在力（ポテンシャル）を活かせていない 

¶ ↓╣╕≢ ↕╣√ ⁸ ╩│∂╘≤∆╢ ╛ ה ─ ─ ⁸

─ⱳ♥fi◦ꜗꜟ │ ↄ ↕╣╢⁹∕─ ≢⁸∕╣╠╩ ⅛⇔⅝╣≡™⌂™≤™℮ ╙ ™⁹ 

■本市の産業適地の状況 

¶ ↓╣╕≢─ ╛⁸ Ⱡ♇♩꞉⁸◒כ ⌂ ─ ⁸ ─ ⁸

⁸ ─ ⅛╠⁸ ⌐│⁸ ─№╢ ⅜ ⌂ↄ⌂∫≡⅔╡⁸ ─ ⌐╟╢

ה ⌐ ⅜ ≠™≡™╢⁹ 

 

③企業誘致における新たな視点 

 ■企業誘致の従来の視点 

¶ ─ ⁸ ─  

■企業誘致の新たな視点 

¶ ⁸ √╡ ─  

¶ ─ ה ≤ Ⱡ♇♩꞉כ◒─ ⁸ ≤ ה ─ ⁸ ◄

◖◦☻♥ⱶ─ ⁸ ≢ №╢ ≤ ↄ ─  

¶ Ⱪꜝfi♪─ ⁸ ─ ╡─ ∟─ ⁸ ─ ⌐ ∆╢ ▪♇ⱪ⁸

⌂ ─ ⁸ ⌂ ┼─  

 

 

 

 

 

 

④本計画策定における基本的視点 

 

 

 

 

 
  

[ 第五次総合計画]  

期待される効果 

高次元 

従来の一次的な効果に加え、本市の地域特性を踏まえたより高次元の効果を期待した新たな

視点による企業誘致を目指す 

■本市の産業立地環境の客観的な分析、及び企業誘致施策の現状と課題を踏まえ、企業誘致・

留置施策の在り方について、抜本的な見直しを行う 

■高次元の効果を期待した新たな視点による企業誘致を目指すため、本市のポテンシャル（潜

在力）の顕在化に向け、蓄積された産業基盤・都市基盤、学術研究機能の集積や地勢等、本

市の地域特性を最大限に活かすよう取り組む 

（目指す企業誘致） 

一次的 
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Ⅱ 産業立地環境の現状と課題 

 

１．産業立地環境の現状 

 

（１）国内の工場立地件数の動向 

 

2009 ⁸ ─ │⅔⅔╟∕ 1,000 ≢№╡⁸ ⌐╖╢≤⁸

─ ─ ⅛╠ⱣⱩꜟ ≢│ ≢ ⇔≡™╢ и ⁹ 

◒♇ꜛ◦ⱴfiכꜞ ⁸ ─ ⌐╟╡ ╛⅛⌂ ⌐№∫√⅜⁸

│⁸ ─ ╛ ─ ─ ╙ ↑╛∆ↄ⁸ │⁸ ─ ⌐≈™≡╙⁸

√⌂ ─ ╛ ─ ╩ ⌐⁸ ⌐≈⌂⅜╢ ⅜ ⌐

⇔≡™╢⁹ 

↓─√╘⁸ ⅛╠─ ⌐☼כ♬ ≠ↄ ⌂ ≢│⌂ↄ⁸ ⌂ ⌐ ≠⅝⁸

⌐ ╩ ∆╢ ⅜№╢⁹ 

 

図Ⅱ－１ 国内工場立地件数の長期推移 
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①都道府県別工場立地件数 

 

─ │ ⌂ ╡⅜ ⅝ↄ⁸ ╛ ─ ╛ ┼─

┼─ ⅜ ™ и ⁸ и ⁹ 

─ │ 158 2009 2018 ≢№╡⁸ ∂ ≢№∫≡ ⅜
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図Ⅱ－２ 都道府県別工場立地件数（2009年～2018年）と県内総生産全国シェア（2015年） 
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図Ⅱ－３ 工場立地件数の都道府県分布（2009年～2018年） 
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②本社所在地別工場立地件数 

 

⅛╠ ⌐ ∆╢ │⁸ ⅜ ™ и ⁹ ─
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╟╡╙ ⌂ↄ⌂∫≡™╢⁹ 

 

図Ⅱ－４ 大都市圏・地方圏でみた本社所在地別工場立地件数構成比（2014年～2018年） 
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図Ⅱ－５ 大都市圏本社企業の立地地域（2014年～2018年の合計） 
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③工場立地選択要因による分析 

 

─ ╩ ∆╢≤⁸ᵓ ⁸ᵔ ⁸ᵕ ─☻◖▪⅜

╩ ⅝ↄ ╢ и ⁸ и ⁹╕√⁸ᵗ ≤ᵚ

⅛╠─ ╙ ⅜ ™⁹ 

↓─√╘⁸ ה ─ ⌐ ≢№╡⁸ ⌐₈ ⌂ ≤ ₉

╩ ╘╢ ⌐ ⇔≡ ╩ ╗ ─ │ ™⁹ 

 

図Ⅱ－６ 工場立地選択要因の都道府県比較（広島県の標準得点、都道府県平均＝10） 
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表Ⅱ－１ 工場立地の決定要因となる地域特性とデータ 
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（３）本市の工場立地環境 

 

①工場立地の選択要因による分析 

 

ᵓ⌐⅔™≡ ⇔√ ─ ─℮∟⁸ᵚ ⅛╠─ ⁸ ≤

≢ ∆╢╙─╙ ™⅜⁸™ↄ≈⅛─ ╩╙≤⌐ ─ ╩

⇔√⁹ 

│⁸ ─ ⅜ ≢ ⌐ ↄ⁸ ─℮∟₈ᵒ ₉│

─ ≢╙№╢ и ⁹╕√⁸ ⁸ ╩ ╦∑√ ≢╖╢≤⁸

⅛╠╖√ ─ │╟╡ ╕╢⁹ 

⁸ │ ≢ ∫≡ ↄ⁸ 3.2 / │

⅛╠╖≡ ≢№╢≤│ ⅎ⌂™ и ⁸ и ⁹ 

↓℮⇔√↓≤⅛╠⁸ ─ ╖≤ ∂╟℮⌐⁸₈ ⌐ ⌂ ≤ ╩ ╘╢

⌐ ∆╢ ⅜ ™₉≤™℮ ╙⁸ ≤ ⇔≡™╢≤ ⅎ╠╣╢⁹ 

⇔⅛⇔⌂⅜╠⁸ ─ │ ╩ ∫≡⅔╡⁸ ⅜ ≢

╩ ∆╢ ⌐│ ⅜№╢≤ ╦╣╢⅜⁸ ≢ ╩ ∆╢

⌐│⁸ ⅜ ™≤ ⅎ╠╣╢ и ⁹ 

 

図Ⅱ－７ 県内市町の製造業事業所数（2013年から 2017年の平均値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

─  

₈ ₉⁸ ה ₈ 28 ☿fi◘☻- ₉ 

  

1255  

435  

50  

201  

381  

1248  

239  

91  80  44  

435  

165  
94  

42  29  54  92  
22  15  

74  
16  41  29  

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

広
島
市 

呉
市 

竹
原
市 

三
原
市 

尾
道
市 

福
山
市 

府
中
市 

三
次
市 

庄
原
市 

大
竹
市 

東
広
島
市 

廿
日
市
市 

安
芸
高
田
市 

江
田
島
市 

府
中
町 

海
田
町 

熊
野
町 

坂
町 

安
芸
太
田
町 

北
広
島
町 

大
崎
上
島
町 

世
羅
町 

神
石
高
原
町 

（件） 



－8  

図Ⅱ－８ 広島労働局管内の公共職業安定所別有効求人倍率（2018年度平均） 
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②県内本社企業の工場立地割合による分析 
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─ ╩╖╢≤⁸ │⁸ ≢╖√◦▼▪ 3.2 ╩ ≢╖√◦▼

▪ 9.6 ⅜ ⅝ↄ ╢ и ⁹ 

│⁸ ─ ⅛╠ ≤⇔≡ ┌╣≡™╢≤ ⅎ╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 

図Ⅱ－９ 本社所在地別および工場立地先別にみた広島県本社企業の県内市町への工場立地 

（県内シェア、2011年～2018年） 
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２．産業立地環境の課題と産業立地の展開方向 

 

（１）産業立地環境の課題 

 

①長期的視点の必要性 

 

⁸ │ⱣⱩꜟ ≢│ ≢ ⇔⁸ ╩ ╡ ↄ ⌐│
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②地域特性を最大限に活かす戦略の必要性 
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③ものづくりからサービス価値創出を含んだ産業基盤を形成する必要性 
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╢⁹ 

 

（２）企業誘致・留置施策の展開方向 
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①長期的視点に立った戦略的な企業誘致・留置施策を展開する 

②東広島市ならではの地域特性を活かす企業誘致・留置施策を展開する 

③ものづくりからサービス価値創出を含んだ産業基盤の形成を図る 
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Ⅲ 東広島市の地域特性 

 

↓╣⅛╠─ ─№╡ ≤ ה ╩ ∆╢ ≢⁸ ⅜ ∆═⅝ ⁸

─ ─ ╛ ─ ⁸ ╛ ┼─ⱥ▪ꜞfi◓─

⅛╠⁸ ─ ─℮∟⁸ ⌐ ⌐ ∆═⅝ ╩ ⌐ ⇔√⁹ 

 

１．大学・研究機関の集積 

 

（１）市内の大学・研究機関の集積状況 
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√╙─≠ↄ╡ ∞↑≢⌂ↄ⁸ ─ ◦☻♥ⱶ⁸ ⸗ⱦꜞ♥▫◦☻♥ⱶ⁸꜡Ⱳ♇♩
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☻ⱦכ◘⌂ ╩ ╖ ∆╙─≢№╢↓≤⅜ ↕╣╢⁹ 

 

図Ⅲ－１ 市内大学の産学官連携における重点分野と産業支援機関の立地 
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（２）大学・研究機関の近接地に立地することの効果 

 

─ ⌐ ⇔≡ⱥ▪ꜞfi◓╩ ∫√≤↓╤⁸ ה ─ ┼─

⌐│⁸ й ⌐ ∆ ≈─ ⅜№╢↓≤⅜ ╠⅛⌐⌂∫√⁹ 

 

図Ⅲ－２ 企業ヒアリングの結果と大学・研究機関の近接地に立地することの効果 

 

（企業ヒアリング調査の結果）                       （近接地に立地することの効果） 
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（立地後の企業価値の変化） 
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¶ ⅛╠─ ⅜ ≢⅝╢╟℮⌐⌂∫√ 
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⌐│ ╩ ╘╢

⅜№╢ 

（立地後の大学・研究機関に対する意識の変化） 

¶ ╛ ⌐⁸ ∆╢≤ ⅛⅜ ≢⅝╢ ≤⇔≡

⇔≡╙╠ⅎ╢ 

¶ ⌐₈∆←⌐ ⅎ╢ ₉≤⇔≡ ⅜ ╕╣╢ 

¶ ↕╩ ⅛⇔√ ─ ≠ↄ╡≢⅝╢ 

ᵒ ≤ ה ─

⌐⁸ ∂ ⌐ ∆╢

≤™℮ ⅜ ∂╢ 

（研究開発活動における「近さ」の価値意識） 

¶ ─ │ ─꜠☻ⱳfi☻─ ↕⅜ ≢№╡⁸

≢№╢ ╛ ─ ≤ 10 ≢ ⅎ╢↓≤│ⱷכꜟ╟╡╙

™⁹ 

¶ 10 ≢ ⅎ╢⌂╠┌⁸ ─√╘∆←⌐ ╩ ↓∆↓≤⅜≢⅝╢ 

ᵓ ה ≤─ ↕│⁸

⌐⅔™≡ ╩

╗ 

大学・研究機関が市内に集積しており、近接地（連続した空間）にはイノベーション創

出を促進する効果がある 
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２．地理的特性 

 

（１）高速交通からみた地理的特性 
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図Ⅲ－３ 西日本における東広島市の地理的特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－４ 大手不動産デベロッパーからのヒアリング内容 
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（２）産業集積からみた地理的特性 

 

♦ⱬ꜡♇Ɽכ┼─ⱥ▪ꜞfi◓⌐╟╢≤⁸ ⅛╠╖√ ≤⇔≡⁸
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図Ⅲ－５ 都市圏における事業所の集積状況（全事業所、2016年、100ｍメッシュ） 
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アクセスが良好であることが、志和ＩＣの優位性になっている。 
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図Ⅲ－６ サプライチェーンマネジメントの変革（ロジスティクス 4.0 の将来展開） 
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図Ⅲ－７ 産業集積からみた地理的特性 
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３．県内企業からの継続的な立地ニーズ 
 

（１）県内企業の立地状況 
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図Ⅲ－８ 広島県本社企業による本社所在市町外の県内市町への工場立地 

（県内シェア、2011年～2018年） 
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（２）市内への設備投資件数 
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図Ⅲ－９ 市内における設備投資の件数（2014年～2018年） 
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４．地域特性から導出される産業立地戦略の対象地区と方向性 

（１）対象地区と方向性 

 

 ─ ⁸ ─ ≤ ┘ ─ ⌐ ≠⅝⁸

─ ≤ ╩ ─ ╡ ⇔√ й ⁹ 

 

① 大学・研究機関周辺地区 

ה ─ ⅜╙√╠∆▬ⱡⱬכ◦ꜛfi ╩ ⌐ ∆╢√╘⁸ ה

≤ ⌂ ⌐⁸ ─ ─ ╛ ╩ ∆╢↓≤ ⌐╟╡⁸

─ ─ ≤⌂╢▬ⱡⱬכ◦ꜛfi ─ ╩ ╢⁹ 

↓─ ┼─ ╩ ⌐⁸ ╩ ∂√ ◄◖◦☻♥ⱶ─ ╛ ─

⅜ ╘╠╣╢ ⌂ ⅜ ∂⁸└™≡│ Ⱪꜝfi♪─ ⁸ ╛ ─ ⌐ ∆

╢ ▪♇ⱪ≤™∫√ ⅜ ╕╣╢↓≤╩ ∆╢⁹ 

↓─√╘⁸ ─ ╩₈ ▬ⱡⱬכ◦ꜛfi ₉≤∆╢⁹ 

 

② 志和ＩＣ周辺地区 

◘ⱪꜝ▬♅▼כfiⱴⱠ☺ⱷfi♩─ ─ ⅝⌐ ⇔≡ ─ ╩ ⌐ ⅛∆√╘⁸

⌐⁸ ╩ ∆╢↓≤⌐╟╡⁸◘ⱪꜝ▬♅▼כfiⱴⱠ☺ⱷfi♩─ ⌐

⇔√ ─ ╩ ∆╢⁹ 

↓─ ⌐ ∆╢ ─ ⌐╟╡⁸ ─ ⅜ ⇔⁸ ─ ⌂

⅜ ╕╢↓≤╩ ∆╢⁹ 

↓─√╘⁸ ─ ╩₈◘ⱪꜝ▬♅▼כfi ₉≤∆╢⁹ 

 

③ 市内一円 

⌐ ∆╢ ─ ה ⌐☼כ♬ ⅛≈ ⌐ ⅎ╢√╘⁸ ╩ ה

∆╢↓≤⌐╟∫≡⁸ ⌐ ╩ ∆╢⁹ 

 ↓─ ┼─ ⌐╟╡⁸ │╙≤╟╡ ⌐ ⇔≡⁸ ─ ⁸

⁸ ─ ⁸ ─ ╩ ⇔⇔⁸ ─ ╩ ╢⁹ 

↓─√╘⁸ ─ ╩₈ ₉≤∆╢⁹ 

 

図Ⅲ－１０ 地域特性から導く対象地区と方向性 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

[ 地域特性１]  

大学・研究機関の近接地（連続した空間）にはイノベ

ーション創出効果がある 

①大学・研究機関周辺地区 

（地域イノベーション推進型） 

[ 地域特性２]  

広島都市圏に近接する志和ＩＣ周辺地域は、新たなサ

プライチェーンマネジメントに対応した先端型物流

施設等のニーズがある 

②志和ＩＣ周辺地区 

（サプライチェーン革新支援型） 

[ 地域特性３]  

県内企業における市内への拡張・移転ニーズが堅調で

ある 

③市内一円 

（地域産業振興型） 
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（２）産業立地戦略の方向性別の立地企業の想定 

 

─ ↔≤⌐ ╩ ╢ ╩ ⇔√ й ⁹ 

 

表Ⅲ－１ 産業立地戦略の方向性別の立地企業の想定 

 ─ ⅎ  ─  

ᵑ ▬ⱡⱬ

fiꜛ◦כ

 

ה ¶ ≤ ─ ─

╛ ─ ⅜⁸▬ⱡⱬכ◦ꜛfi─◄

fi☺fi≤⌂╢ ╩ ∆⁹↓─√╘⁸

ה ─ №╢

≤ ⅜ ™ ⌐ ╡ ╗

⁹ 

ה ¶ ≤─ ⌐ ☼כ♬╢∆

⅜ ∂╢╟℮⁸ ⁸ⱪ꜡♩♃▬ⱪ

⁸ ה ─ ⌐ ∆╢

╩ ∆╢↓≤⁹ 

¶ ╛ ◦כ♀▬ꜝ♃☺♦⁸

ꜛfi─ ⌂ ╩ ╕ⅎ⁸ ⌂♦

♃כ ─ ⁹ 

¶ ─╙─≠ↄ╡ ─ ╩ ⅛⇔

≈≈⁸╙─≠ↄ╡∞↑≢⌂ↄ⁸╙─≠ↄ

─☻ⱦכ◘≥╡ ╩ ∂≡⁸ √⌂

⌐ ╡ ╗ ⁹ ≤ ─

ⱦ☻⁸כ◘ ╩ כ◘╢∆

ⱦ☻⁸ ─ ╩ כ◘╢∆

ⱦ☻ ⁹ 

 

ⱪfiꜝⱲכ○ה ¶ ⅜

↕╣√  

ה ¶ ─  

¶ ◕ⱡⱶ ⁸►▫ꜟ☻

╩ ⇔√ ה  

╙─≠ↄ╡כ◘הⱦ☻  

¶ ┼─꜡Ⱳ♇♩ כ◘

ⱦ☻ 

¶ ⸗ⱦꜞ♥▫◦☻♥ⱶ  

¶ ◦☻♥ⱶ ≤╙─

≠ↄ╡─  

¶ ─ ה  ☻ⱦכ◘

ᵒ◘ⱪꜝ▬♅

fiכ▼

 

¶ ─ ╩ ⅛∆↓≤⅜≢⅝

╢ ⁸ ⁸ ⁸

⁸ ╩ ≤∆╢ ╩ ∆

╢ ⁹ 

¶ ꜡☺☻♥▫◒☻4.0 ⌐ ∆╢ ╩

⇔⁸ ─ ⌐ ∆

╢ ⁹ 

¶ ⌐ ∆╢╙─≠ↄ╡─◘

ⱪꜝ▬♅▼כfi ⌐ ∆╢  

¶ ꜡☺☻♥▫◒☻ 4.0 ─ Ⱨ

♇◐fi◓꜡Ⱳ♇♩⁸ ꜡Ⱳ♇

♩⁸ ה ♩ꜝ♇◒⁸

⁸♠כ☻♪כfi⁸Ɽ꞉כ꜡♪ ♦

─♃כ ⁸ ≤ ⌐╟╢

─ ⅜ ™ ⁸

⁸ ─  

ᵓ  ¶ ╩ ⌐⁸ ─√

╘ ⌂ ∟ →⅜ ╘╠╣╢

⁹ 

¶ ─ ≤⇔≡─ ⁹ 

¶ ─ ⁸

⁸ ─ ⁸

─ ─√╘─ ⁸○ⱨ

▫☻ⱦꜟ╩ ╗  
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Ⅳ 産業立地戦略の方針 

 

１．産業立地戦略の方針 
 

（１）地域イノベーション推進型 

 

①考え方 

⁸ ⁸ ⌐⁸▬ⱡⱬכ◦ꜛfi ה ─

╩ ∆╢⁹ 

─ ⁸◘▬◄fi☻Ɽ₈⌐℮╟─◒כ ₉∞↑≢⌂ↄ⁸ ⌂ ╩ ⅎ╢

─ ≤∆╢⌂≥⁸▬ⱡⱬכ◦ꜛfi╩ ⇔⁸ ⇔⁸ ↕∑╢ ⌂ ╩ ∫

√ ╩ ∆╢⁹ 

Ɫכ♪ ⅜ ≤⌂╢⅛ ⅛╩ ╘⁸ ה ≤─ ⇔⌂⅜╠ ╩ ╘╢⁹ 

Ɫכ♪ ⅜ ≤⌂╢ ⌐│⁸ ה ─ ≤ ≤─ ╩ ↕∑╢√

╘⁸≢⅝╢∞↑ ⌐╟╢ ⅜ ⌂ ┼─ ╩ ╢⁹ 

╢╟⌐☼כ♬⁸│≡™≈⌐ ↑⅜ ≢№╡⁸Ᵽ♇◒◐ꜗ☻♥▫fi◓─ ⌐╟╢

⌂ ⅜ ≤⌂╢↓≤⅛╠⁸ ⌐╟╢ ╩ ℮⁹ 

 

②方針 

│ к ─ ╡≢№╢⁹ 

 

表Ⅳ－１ 事業方針 

確保方針 
ה ⌐▬ⱡⱬכ◦ꜛfi ה ─ ╩

╢⁹ 

想定する立地企業・機能 

ה ─  

ה ♃כ♦  

ה  

ה ⱬfi♅ꜗכ fiꜛ◦כfi◐ꜙⱬ▬ה  

ה ה ╛ⱪfiꜝⱲכ○╢⅝≢⅜  

כꜗ♅ⱪ╛ⱬfi♇▪♩כ♃☻ה ↑◦▼▪○ⱨ▫☻ 

整備主体 ה ⌐╟╢  

具体的な施策 ה ה ⌐ ⇔√⁸ ─  

 

（２）サプライチェーン革新支援型 

 

①考え方 

⌐ ⇔⁸ ⅛╠╙ ↄ⁸ ⱳ♥fi◦ꜗꜟ⅜ ™ ⅛╠ 2km

⌐⅔™≡ ⌐╟╢ ─ ╩ ╢⁹ 

╕√⁸ ⌂≥ ─ ─ ╩ ╘╢≤╙⌐⁸ ⌐

─ ╩ ≡╢√╘⁸ ⌂≥ ─√╘─ ─ ╩ ∆╢⁹  
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②方針 

│ к ─ ╡≢№╢⁹ 

 

表Ⅳ－２ 事業方針 

確保方針 ה ─ ⌂ ה↑ ⌐╟╢ ╩ ╢⁹ 

想定する立地企業・機能 

ה ╛ ─ ה  

☻ⱦכ◘ה ⌂≥ ╩ ╪∞  

♩ⱴꜟ♅♥♫fiה ╩ ╗  

整備主体 
─≢╕╣↓ה ⅛╠ ⇔√  

ה ─  

具体的な施策 

ה ⌂≥ ─ ─  

ה ⌂≥ ─√╘─ ─  

ה ∆╢ ┼─ ≠↑ 

 

 

（３）地域産業振興型 

 

①考え方 

⌐ ∆╢ ─ ה ⌐☼כ♬ ⌐ ⅎ╢√╘⁸ ─ ─ ╛

╩ ⌐╟∫≡ ∆╢↓≤⌐╟╡⁸ ⌐ ╩ ∆╢⁹ 

∕─ ⁸ ─ ה ─√╘⁸ ─ ─ ╩ ∆╢⁹ 

 

②方針 

│ к ─ ╡≢№╢⁹ 

 

表Ⅳ－３ 事業方針 

確保方針 
ה ─ ≤ ⁸ ⌐╟╢ ─

⌂≥⁸ ⌐☼כ♬ ⇔√ ─ ╩ ╢⁹ 

想定する立地企業・機能 
ה ╛ ─ ה  

☻ⱦכ◘ה ⌂≥ ╩ ╪∞  

整備主体 ה ─  

具体的な施策 
ה ─ ⁸ ─  

ה ─  
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２．スケジュール 
 

（１）各産業立地戦略におけるスケジュール 

 

│ꜟכꜙ☺◔☻ ╩ ∆╢ к ⁹ 

 

表Ⅳ－４ スケジュール 

地区 アクションプラン 短期 中期 長期 

①大学研究機関周辺地区 

（地域イノベーション推

進型） 

ה ─ ⁸ ∆

╢ ┼─ ≠↑ 

実施   

─  

♁ⱨ♩הⱢכ♪  

検討 実施  

②志和ＩＣ周辺地区 

（サプライチェーン 

革新支援型） 

─ ⁸ ─

 

実施   

⌂≥

─ ─  

実施   

┼─ ≠↑⁸

─  

実施   

③市内一円 

（地域産業振興型） 

─  

実施   

─ ⁸ ─

 

実施   

√⌂ ─  

検討  実施 
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